








































































































































































































































































































以上、Jackson、Korobkin そして Mokal の倒産法の基礎理論を紹介して
きたが、ここで注目すべきは、Jackson はあくまでも債権者間の交渉を、
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え方のほうが妥当であるように思える 
（39）
。なお、Mokal による Korobkin 批判
については、前述のとおり、Korobkin も倒産状況を前提として議論を展開
しているように思えるので、杞憂であると思われる。ただ、取締役責任論を



























































































































彼は Mokal の体系書の書評  
（54）
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 （ 6 ）　RIZWAAN JAMEEL MOKAL, CORPORATE INSOLVENCY LAW―THEORY AND 
APPLICATION, OXFORD, 2005. 






および、そこで引用されている ANDREW KEAY, INSOLVENCY LAW: CORPORATE 
AND PERSONAL, 3RD EDITION, 2012, p. 26参照。その点では、基礎理論を徹底的に
探究する Mokal は、イギリス法においてはかなり特異であるのかもしれない。 





 （ 9 ）　THOMAS JACKSON, THE LOGIC AND LIMITS OF BANKRUPTCY LAW, 
BEARDBOOKS（REPRINT）, 2001. 
 （10）　Donald R. Korobkin, Contractarianism and the Normative Foundations of 
Bankruptcy Law, 71 TEXUS L. REV., 541 （1993）. 
 （11）　以下の Jackson、Korobkin の見解の説明は、全面的に水元・前掲注（5）43
～38、89～93頁に負っている。 
















































 （25）　MOKAL, FN. 6, 50～53. 
 （26）　MOKAL, 2, 62. 
 （27）　MOKAL, 61. 
 （28）　MOKAL, 75. 
 （29）　MOKAL, 69. 
 （30）　MOKAL, 73～74. 
 （31）　Jackson も、彼の債権者交渉モデルを展開する際に、やはり Rawls の枠組
を利用している。JACKSON, FN. 9, 17 FN. 22. 
 （32）　MOKAL, FN. 6, 73～74. 


























 （35）　JOHN RAWLS, POLITICAL LIBERALISM, COL. UNIV. PR., 1993. 
 （36）　Rawls の『正義論』から『政治的リベラリズム』への転換に関する以下の記述
については、チャンドラン・クカサス = フィリップ・ペティット（山田八千子 =
嶋津格訳）『ロールズ『正義論』とその批判者たち』（1996、勁草書房）、スティー













 （40）　Jackson は相対価値（Relative Values）保障原理と称している。水元・前掲
注（5）52頁。 
 （41）　MOKAL, FN. 6, 268, 
 （42）　そもそも倒産手続においては、財産価値を最大化する「財産換価問
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れ以外の非倒産法の変更は後者に対する回答であるとする。水元・前掲注（5）54
頁、MOKAL, FN. 6, 267. なお、分配の問題までもが倒産法の関心事であると考え
る見解は、進歩主義者（Progressives）と呼ばれる（Sarah Paterson, Rethinking 
Corporate Bankruptcy Theory in the Twenty -First Century , OJLS vol. 36, 





E MITCHELL （ED.）, PROGRESSIVE CORPORATE LAW, ROUTLEDGE, 1995, KENT 
GREENFIELD, THE FAILURE OF CORPORATE LAW, UNIV. OF CHICAGO PR., 2007, 
LORRAINE TALBOT, PROGRESSIVE CORPORATE GOVERNANCE FOR THE 21ST CENTURY, 
ROUTLEDGE, 2013などがある）、それらを含めた研究の余地があろうと思われる。 
 （43）　MOKAL, FN. 6, 272～273. 
 （44）　Mokal が引用している控訴院判決の初出は Ch. 170である。その後大法官部










 （47）　MOKAL, FN. 6, 273～277. 
 （48）　MOKAL, 278. 




 （52）　MOKAL, FN. 6, 279. 
 （53）　MOKAL, 286～292. 
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 （54）　Anthony Duggan, Contractarianism and the Law of Corporate Insolvency, 
42 CAN. BUS. L. J., 463 （2005） 
 （55）　Mokal は互恵主義の立場を Ronald Dworkin より示唆を得て展開している
ことを強調している。MOKAL, FN. 6, PREFACE, ⅴ . なお、Duggan, fn. 54, 480. 
 （56）　Duggan, 471. 
 （57）　Duggan, 479. 
 （58）　道垣内弘人「「人の性格」の変容」別冊 NBL60号『倒産手続と民事実体法』（商
事法務、2000）251頁、同・私法63号34頁（2001）などを参照。 
 （59）　 近 時、 こ れ を 目 指 そ う と し た 研 究 と し て は、CHRISTOPH THOLE, 
GLÄUBIGERSCHUTZ DURCH INSOLVENZRECHT ‐ ANFECHTUNG UND VERWANDTE 
REGELUNGSINSTRUMENTE IN DER UNTERNEHMENSINSOLVENZ, MOHR, 2009. があるが、
理論的な面まで詰め切れていないように思われる。
 （60）　例えば、潮見佳男『新債権総論Ⅰ』（信山社、2017）690頁。 
 （61）　高橋・前掲注（4）「（二）」12頁。 
 （62）　筆者もこの点につき、429条1項責任について経営判断原則を適用すること
を許容するなどすることにより、経営危機時に取締役に厳格な責任を課すこと
自体には疑問を呈している。まず、かつて主張されたドイツ型倒産申立義務を
そのままの形で日本法へ導入することに反対したことについては、拙稿・前掲
注（46）366頁、429条1項責任への経営判断原則の適用における解釈問題につい
ては、拙稿「高知地判平成26年判批」法学研究（慶應義塾大学）89巻4号113、120
頁（2016）を参照。 
 （63）　田中・前掲注（1）359頁コラム4-79。 
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成果の一部である。
